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ユーロとイギリスポンドに関する一考察 




































































1951 年  ベルギー、西ドイツ、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オラ
ンダで欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）が成立 
 
1958 年  ローマ条約により欧州経済共同体（ECC）、欧州原子力共同体
（EURATOM）設立 
1967年  欧州共同体（EC）設立 
1973年  デンマーク、アイルランド、イギリスが EC加盟 
1981年  ギリシャが EC加盟 
1986年  ポルトガル、スペインが EC加盟 

















 EEC 内で初めての通貨政策上の緊張は、1961 年のドイツマルクの 5％切り上げである。
この切り上げは共通市場、共通農業市場の構築にあたって弊害になる可能性があるという
点で議論が巻き起こった。こうして通貨政策への議論が活発化し、1962年に初めての具体
的な提案である通貨統合案（Action program for Stage2）が発表され、共通通貨政策の発































 1971 年 8 月、ニクソン・ショックが起こり、スミソニアン会議において対ドル為替レー
トの変動幅を±0.75％から±2.25％に拡大し、ドイツマルクを対米ドルで 13.58％切り上げ
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1979年に実施された ERMでは ECUを基準として±2.25％の変動幅に抑制することが義務
付けられた。つまり、ある特定時点において設定された参加国通貨間の相場と ECU バスケ

























1991 年にマーストリヒト条約が合意された。（発行は 93 年）この条約では第三段階への









                                                   
1 嘉治佐保子（2004）p108引用 
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2 松浦（2005） 
3 Financial Times10.May,2000 
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替相場・公社債価格・イールドカーブ・財政政策指数・企業の調査などが含まれ、実体経
済の十分な情報に基づいて、物価安定のための適切な金融政策を行ってるのである。 
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事業会社の資本負債比率(%)   
    自己資本 固定資本 短期借入 
イギリス 1990年 56.3 2.8 30.7 
  1991年 55.4 3.9 30.4 
  1992年 54.7 4.3 30.7 
  1993年 55.7 5 29.5 
  1994年 56.5 4.7 28.7 
  1995年 54.8 5.3 39.9 
アメリカ 1992年 35.8 36.8 5.2 
  1993年 35.5 37.5 4.8 
  1994年 36.4 36.1 4.9 
  1995年 37.2 35.5 4.8 
  1996年 38.2 34.3 4.5 
  1997年 38.4 33.8 4.7 
ドイツ 1990年 38.6 15.5 9.7 
  1991年 38.4 15.2 9.8 
  1992年 39.8 15 10 
  1993年 39.3 15.7 9.3 
  1994年 39.5 15.4 8.6 
  1995年 40.1 14.9 9 
イタリア 1991年 26.2 23.1 14 
  1992年 23.9 23.4 15.7 
  1993年 22.7 23.8 17.1 
  1994年 23.8 24.4 15.2 
































 ちなみに 1997年から政権の座についたブレア首相は、1999年 2月に「参加移行計画」を
発表し、政治的・経済的条件が整えば通貨統合すべきだと表明した。 
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